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�

1

業界の概要

喫茶店とは

� 喫茶店の定義

日本標準産業分類では，大分類：宿泊業・

飲食サービス業，中分類：飲食店，小分類：

喫茶店と分類されている。主としてコーヒー，

紅茶，清涼飲料などの飲料や簡易な食事など

をその場所で飲食させる事業所をいうと，解

説している。喫茶店，フルーツパーラー，音

楽喫茶，珈琲店，カフェが具体的に例示され

ている。

このレポートでは日本産業分類による計数

を中心に分析・計画を進める。時系列に売上

高・事業所数・従業員数など必要なデータが

利用可能なためである。

� その他の定義

食品衛生法では，食品に関する営業許可の

必要な業種（３４種）が挙げられており，調理

業の分類の下，�飲食店営業，�喫茶店営業
が示されている。喫茶店営業の定義および対

象は，�喫茶店，�サロンその他の設備を設
けて酒類以外の飲物または茶菓を客に飲食さ

せる営業，�かき氷を販売する営業，�ジュ
ース等のコップ式自動販売機等としている。

風俗営業法では喫茶店でも，接待・低照

度・区画席・遊戯施設などの付加機能の内容

によりネットカフェ・ゲーム喫茶などが対象

となる。このように，業態ごとに喫茶店の名

がついているが，サービスの内容は多様で喫

茶店の名前がついていても，サービス内容が

別物もあることを頭に入れておく必要がある。

このレポートでは別物は主たる分析の対象外

とする。

� 歴 史

現在の，簡単な席とコーヒー・茶などを提

供する形の喫茶店が初めてできたのはトルコ

のイスタンブールで，１６世紀半ばにコーヒー

を提供する店から始まった。その後，東西の

交易の活発化から，ヴェネチア，１７世紀に英

国へと広がっている。ロンドンでは最初にコ

ーヒーのみ提供するコーヒー・ハウスをトル

コ人が開店した。

海上保険のロイズ，証券取引所も起源はコ

ーヒー・ハウスだった。

日本では，なじんでいた中世京都の日本茶

を提供する茶亭にはじまる。現在の喫茶店は，

明治になってからの神戸元町，東京黒門町の

中小企業診断士
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利益計画

喫茶店のモデル利益計画
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●図表－１ 喫茶店の営業形態

＜専門喫茶提供店＞
珈琲，紅茶，チョコレート，日本茶（抹茶・
煎茶など），中国茶
＜喫茶付随商品提供店＞
軽食，フルーツパーラー，パフェ，和菓子，
洋菓子，乳製品，パン，ベーグル，サンドイ
ッチ，かき氷
＜付随サービス提供店＞
カラオケ，歌声，JAZZ，クラシック，ロッ
ク，スポーツ鑑賞，山岳，映画鑑賞，インタ
ーネット，マンガ，猫，メイド，コスプレ
＜地域・こだわり提供店＞
観光地，商店街，映画村，ロケ地，農園，民
芸，有機，無農薬，支援，イタリアン，フレ
ンチ，ロイヤル，歴史産業遺産，古民家，廃
校，道の駅，海の駅

2

●図表－２ 喫茶店事業所・従業員推移

事業所数 従業者数 平均従業員

平成２１年 ７７，０３６ ３５０，８４５ ４．６

平成２４年 ７０，４５４ ３２４，０３６ ４．６

平成２６年 ６９，９８３ ３３９，００４ ４．８

平成２８年 ６７，１９８ ３３０，００４ ４．９

（出典） 経済センサス基礎・活動調査

●図表－３ 喫茶店の従業員規模別現状

事業所数 構成比 従業者数 構成比
平均
従業員

計 ６７，１９８１００．０％ ３３０，００４１００．０％ ４．９

１～４ ５０，６６９ ７５．４％ ９６，７０７ ２９．３％ １．９

５～９ ７，７８３ １１．６％ ４９，７７２ １５．１％ ６．４

１０～１９ ４，７０９ ７．０％ ６５，１９７ １９．８％ １３．８

２０～２９ ２，７４６ ４．１％ ６５，３０５ １９．８％ ２３．８

３０～４９ １，１５０ １．７％ ４１，３９０ １２．５％ ３６．０

５０～９９ １１９ ０．２％ ７，３６８ ２．２％ ６１．９

１００～１９９ １７ ０．０％ ２，２２６ ０．７％ １３０．９

２００～２９９ ２ ０．０％ ４７４ ０．１％ ２３７．０

３００以上 ３ ０．０％ １，５６５ ０．５％ ５２１．７

（出典） 平成２８年経済センサス活動調査

コーヒー店を中心に始まり拡大した。以降現

在に至るまで，提供商品は，コーヒー中心に

なっている。

最近は日本茶・紅茶や中国茶専門店も増え

ているが，比較的高級品の高価格路線を取っ

ているところが大多数である。

また，若者を中心に飲酒文化が廃れてきて

おり，飲食店でも多様なノンアルコール飲料

を提供する店が増えている。

� 多様な営業形態

歴史的経緯も含め，日本標準産業分類とは

離れて，喫茶店の特徴を洗い出してみる。

この業種特有といえる多様な営業形態が，

図表－１のとおり見られる。これは，消費者

のニーズに合わせて，多様なサービスを付加

してきた結果である。提供される飲物は，店

の選考基準にはならない。

業界の構造

� 事業所数・従業員数

図表－２のとおり，喫茶店の事業所数は，

減少傾向が続いている。従業者数は一時増加

に転じたが，近時は減少に戻っている。平均

従業者数はわずかながら増加を継続している。

事業所数の減少の原因が，後継者難から廃業

が続いているのか，他業態からの参入に対し

て敗退しているのか，廃業直前で踏ん張って

いるのか個別内容は不明である。

� 従業員規模別喫茶店の現況

図表－３のとおり，事業所数は，従業者規

模１～４人が７５．４％，次は５～９人が１１．６％

と圧倒的に小規模経営が占めている。従業者

数は，従業者規模１～４人が２９．３％と最大

の構成に，次は１０～１９人と２０～２９人が各々

１９．８％となっている。

家族経営的小規模店と，中規模店に二極分

化していることが見て取れる。今後もそれぞ

れの規模で強みを生かした営業努力が求めら

れている。

� 喫茶店業界の市場規模動向

図表－４のとおり，弁当給食を除く外食産

業は，安定した市場規模を確保している。そ

の中で，喫茶店は近年４．４％のシェアを維持

しており，アルコール飲料を提供する業態の
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●図表－４ 外食産業市場規模推計
（単位：億円）

平成１４年 平成１９年 平成２４年 平成２９年

外食計 ２５４，４８４ ２４５，９０８ ２３２，２１７ ２５６，５６１

営業給食 １６２，３４４ １６１，１３５ １５２，５８３ １７３，００２

集団給食 ３７，３７０ ３３，９０９ ３３，１１５ ３３，８２２

喫茶店 １１，４４６ １０，５９３ １０，１９７ １１，３５８

居酒屋等 １１，４７３ １０，６３２ ９，７８０ １０，０９４

料亭 ３，８０７ ３，５４３ ３，１７３ ３，３８０

バー・キャバレー ２８，０４４ ２６，０９６ ２３，３６９ ２４，９０５

（出典）（一社）日本フードサービス協会推計（弁当給
食を除く）

●図表－５ 家計消費支出動向
（単位：円）

平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年

消費支出計 ３，０１７，７７８ ２，９６５，５１５ ２，９０９，０９５ ２，９２１，４７６

外食代 １５７，５７８ １６２，０１４ １５７，７３０ １６３，８６３

（構成比） １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％

食事代 １２５，４３８ １２７，５０４ １２６，１８０ １２６，１４１

（構成比） ７９．６％ ８０．９％ ８０．１％ ８０．０％

喫茶代 ５，５８７ ６，１７０ ５，８５１ ６，１４３

（構成比） ３．５％ ３．９％ ３．７％ ３．９％

飲酒代 ２６，５５２ ２８，３３９ ２５，６９８ ２４，８７４

（構成比） ２１．２％ ２２．６％ ２０．５％ １９．８％

（出典） 家計調査年報

�

1

減少傾向に比べ，健闘していることが伺われ

る。顧客のニーズがあり，事業者の努力が実

っていると考えられる。

� 家計消費支出に占める喫茶代の動向

図表－５のとおり，家計消費支出計が減少

している中，一世帯当たりの外食への消費支

出は増加し，その中で喫茶代も増加している。

一般外食に占める喫茶代の割合も増加してい

る。

飲酒代が減少しているのに比べると，喫茶

代が健闘していることがわかる。高齢者・女

性の活躍が期待される時代においては，喫茶

代の一定の支出は今後も期待できる。

� 競合の出現

提供商品が一般的故に，他業態からの参入

が激しい。常に新たな競合者が現れてきたに

も関わらず，喫茶店が一定のシェアを維持し

てきたことは，今後の展開の鍵となる。最近

の競合者を取り上げる。

� コンビニ

コンビニでは従来から缶・瓶・ペットボト

ル入り飲料が競合相手であったが，各グルー

プともに店頭カウンターで支払い，顧客が自

分で抽出する形でコーヒーをテイクアウトす

るサービスを開始している。現在は店内で一

杯１００円から提供している。

� 液体インスタントコーヒー

事務所の給湯室に置いて，濃縮液体コーヒ

ーカプセルを使って提供するサービス。従来

カップ式自動販売機が有力であったが，設置

場所を取らず，５０円から美味しいコーヒーを

提供できることを売りに，売り上げを伸ばし

ている。低価格ビジネスホテルの差別化戦略

としても効果を上げている。

� ベーカリーカフェ

エスプレッソ機の低価格化により，ベーカ

リーチェーンのイートインコーナーで提供す

る高価格カフェが人気である。

� 喫茶店業界の経営状況

図表－６の小企業の喫茶店の経営指標を見

ると，売上高総利益率は６８％を確保してい

るが，売上高営業利益率は▲３％と赤字と

なっている。６９社中黒字企業が１７社しかない

低収益業種といえる。

労働分配率が８９％と高いことが低収益の

原因となっている。自己資本比率が▲５８％

と債務超過である。

黒字企業との大きな差は，売上を確保でき

ているかにかかっている。努力次第で黒字化

も可能である。

モデル企業A社の概要

経 歴
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2

創 業：昭和５３年

組織形態：株式会社

資 本 金：１０百万円

店 舗 数：３店舗

従 業 員：正社員４名，パート１５名

事業内容：珈琲専門喫茶店，珈琲関連商

品販売，ランチ特定メニュー

提供

売 上 高：１１６百万円

当社は，首都圏の副都心近くの珈琲豆専門

卸から，併設喫茶部門の一部を分社化した珈

琲専門喫茶店である。取引先の優良店のオー

ナーから，引退するので引き取って欲しい，

との相談を親会社が受け，従業員の中から喫

茶店運営にたけた人材が手を挙げたので，任

せたもの。

珈琲専門店としての高収益店であったため，

数年でのれん代の回収は済み，その後のバブ

ル崩壊，リーマンショックも，営業内容の変

更など自社努力で乗り切ってきた。しかし昨

今の環境変化は激しく，今後の対応を一度見

極めておくべく経営内容の棚卸しを行った。

なお，土地・建物は親会社一族の個人所有

で，長期的な賃貸契約となっており，更新も

問題ない。

特 徴

現事業のポイントは以下のとおり

・珈琲専門店

親会社は，大手商社の輸入部門の屈指の取

●図表－６ 業種別経営指標

指標名 単位
喫茶店 一般飲食

平均
黒字かつ自己資本
プラス企業平均

平均
黒字かつ自己資本
プラス企業平均

総資本経常利益率 ％ ―１．２ ６．４ ０．３ ７．１

自己資本経常利益率 ％ ４０．１ １１９．５ ３１．１ ６９．９

売上高総利益率 ％ ６８．５ ７２．４ ６４．２ ６５．５

売上高営業利益率 ％ ―３．１ ２．９ ―１．１ ３．２

売上高経常利益率 ％ ―１．４ ３．２ ―０．３ ３．１

売上高経常利益率（償却前） ％ １．９ ６．０ ２．７ ５．９

人件費対売上高比率 ％ ３４．８ ３６．５ ３２．９ ３２．８

諸経費対売上高比率 ％ ３１．３ ３１．０ ２８．８ ２７．０

金融費用対売上高比率 ％ ０．７ ０．６ ０．８ ０．６

従業者１人当たり売上高 千円 １３，００１ １２，７４０ １３，７７９ １５，２８５

従業者１人当たり粗付加価値額 千円 ４，８９０ ５，１３６ ４，９０７ ５，７３６

粗付加価値額対売上高比率 ％ ３９．２ ４１．９ ３６．６ ３９．５

従業者１人当たり人件費 千円 ４，３７２ ４，４０２ ４，４２２ ４，８３０

人件費対粗付加価値額比率 ％ ８８．８ ８６．３ ９０．９ ８３．５

店舗面積３．３㎡当たり売上高 千円 １，６３３ １，７６８ ２，０１８ ２，３４４

１客席当たり売上高 千円 １，１７８ １，１２２ － －

自己資本比率 ％ ―５７．９ １８．４ ―４９．６ ２３．１

損益分岐点比率 ％ １０５．９ ９８．３ １０３．５ ９７．３

１企業当たり店舗面積 ㎡ １４７．６ １３７．３ １７１．１ １８２．６

調査対象数 ６９ １７ ９７７ ３１０

（出典） 日本政策金融公庫総合研究所 ２０１７年「小企業の経営指標調査」（抜粋）
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�

1

引先であり，有力な豆を途切れず入手可能

当社も産地の生産現場には極力訪問し，生

産者の顔の見える珈琲店

注文を受けて，紙ドリップ式で一個一個抽

出が原則

・ランチ営業

デフレ時に，ランチ営業を開始し，コーヒ

ーとカレー・ハヤシなど単品メニューを日替

わりで提供，高回転で売上を上げる

現在，提供する食材は，店の OBから外

注扱いで安定的に納入を受ける

ランチ以外の時間帯は，ネル式や水出しな

ど手の込んだコーヒーを提供

・癒しの空間

ランチ以外の時間帯は，癒しの空間として

時間を気にせず利用，全席禁煙

パソコンの利用は別室に隔絶して利用可

・立地

交通の要衝として利便性は高い。周辺の超

高層ビル化に伴い，良質の顧客層が絶えず来

店し，現在のところ特別な営業は行なわず安

定した固定客を確保している。

・コーヒー豆や器具・消耗品の販売

固定客は，焙煎コーヒー豆・ドリップ用コ

ーヒー粉購入意欲が高く，電話予約で販売を

している。親会社のみ扱っている他店にない

豆も調達し提供している。

消耗品も含め比較的安価な仕入れができて

いる。

利益計画の問題点

外部環境分析

A社を取り巻く外部環境について PEST

分析で，競争関係を５フォース分析で把握す

る。

� PEST分析（マクロ環境）

・政治的環境

日本は，コーヒー消費量のほぼ全量を他国

に頼る輸入国で，産地の政治動向・気象変動

による価格騰落の影響を大きく受ける。現在，

ブラジル・コロンビア・ベトナムが主要な輸

入相手国であり，今後とも政情の確認は必要

である。輸入は商社頼みとはいえ，自らの目

で確認していく姿勢は，今後とも大切である。

・経済的環境

ASEAN諸国の経済発展により，生産国の

消費は増えている。長期的には，嗜好品であ

るゆえに消費量増大による各国国内生産と消

費のバランスの変化を見ていく必要がある。

現在，世界最大の輸入国である EU，アメリ

カに次いで日本は３番目である。一人当たり

消費量は，日本３．７kgで，EUの５．１kg，ア

メリカの４．７kgより低く，拡大の余地がある。

・社会的環境

高齢化と女性の活用が，働く場所の劇的な

変化をもたらす。現状，喫茶店は高齢者・女

性の低賃金をうまく活用できている職場であ

り，今後は，生産効率のあがる仕掛けを作っ

ていけるかが，事業所・従業者数の減少傾向

が続く喫茶店業界で，生き残っていく重要な

対策になる。

・技術的環境

クラウド会計システム，タブレットによる

レジスターの代替が進み，即時の経理・販

売・経営データ収集が可能になっている。新

しい管理システムに対応できる程度の機械化

リテラシーが従業員に求められる。

食品加工機械の技術革新は急速で，エスプ

レッソマシンによる美味しいコーヒー抽出の

深化・合理化が進むことが予測される。

自動販売機の性能は更に高度化するが，対

話重視の喫茶店は形を変えて生き残る。

� ５フォース分析（ミクロ環境）

・業界内の競争



税理●２０１８．１１ 141

通
則
法

所
得
税

法
人
税

相
続
税

消
費
税

法
務

経
営

関
連
業
務2

�

�

缶入り，持ち帰りの低価格市場は競争の相

手ではなかったが，コンビニコーヒーの進展

を見ると，更に技術開発が進み，味の面での

差別化対策が必要になってくる。

大手チェーン店とは，癒しの空間としては

引き続き差別化を図ることが可能である。

・仕入れ先の交渉力

豆・用具ともに親会社から比較的安価に仕

入れることが可能である。これが当社の収益

性の源ともいえる。

店は超高層ビル街の一角にあり，貸主との

関係から，賃料上昇リスクは少ない。

・販売先の交渉力

販売先は基本的に個人であり，当社サイド

のサービスが認められるかがカギとなる。満

足できなくなれば，いつでも無言で去ってい

くという強い力を持っており，日々の接触が

大切となる。

団塊世代の現役引退に伴い，新たな顧客と

なる層が，長期的に減少していくことが見込

まれる。また，超高層ビルは，新品川駅をは

じめ建築が続いており，地域としての競争力

の行方は地域の魅力如何。交通の要衝として

の利便性は高く，懸念は少ない。

・新規進出の脅威

同規模の喫茶店店舗では，新規出店の投資

金額が高くなり，参入のハードルは高い。

他業種・他業態からの進出リスクに常にさ

らされている。周辺超高層ビルの一階と地下

一階は，新手業態の参入テストの場として好

適であり，周辺動向の調査は早目の対策のた

め，重要である。

・代替品の脅威

紅茶・緑茶・中国茶の喫茶店は，価格帯か

ら，競争相手にはなりにくい。

内部環境分析

A社の現状は以下のとおりとなる。

� 強 み

立ち上げの経緯から，軽装備で借入金も少

なく開業したので，高収益体質を確保し，財

務体質は良好である。過去の蓄積を内部設備

の更新にあててきており，当面大規模の設備

投資は不要である。M&Aによる新規展開の

局面での体力もある。

安定した仕入れルートを確保しており，コ

ーヒー豆の確保に懸念はなく比較的安価に入

手出来ている。コーヒー豆の販売も好調であ

る。ランチ営業の食材は，外注ながら安定し

て確保できている。

親会社には，経営者の高齢化によりコーヒ

ー豆納品先からの売却打診が多数寄せられて

いる。業容拡大のチャンスである。

従業員管理・衛生管理は顧客サービスの原

点ととらえ，厳格な運用が実行されている。

� 弱 み

コーヒー豆は市況商品であり，価格変動リ

スクが高い。美味さの見える化の具体策が不

足している。

経営管理がしっかりしておらず，責任体制

が明確でない。コーヒー豆の電話受注の時間

ロスなど，細かな費用管理が行われていない。

今後も人手不足が進展し，パート人員の確

保に苦労することが予見される。

将来の働き手減少による周辺勤労者減少に

伴う顧客層減少に備えられていない。

SWOT分析

事業環境を理解し，解決策を明確にするた

め，図表－７のとおり SWOTにまとめた。

問題点の改善策

外部環境分析と内部環境分析から見えてき

た問題点・課題の整理から，今後の取り組む
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べき改善策につきまとめた。

学習と成長の視点

� 情報装備と社員の教育

社員に対するサービス教育を丁寧に行ない

顧客サービス・衛生管理の高水準維持を確保

する。業務プロセス改善の必要性を周知させ，

必要な情報機器操作・活用のリテラシーを教

育する。

A社の主要商品であるコーヒーに対する従

業員の感度を高くする。バリスタ資格取得を

推進し，資格取得費を援助する。取得後は，

資格・給与でインセンティブを付与する。顧

客への告知も行い，バリスタによる挽きたて

の美味しいコーヒーとの評判を高める。

業務プロセスの視点

� 多店舗化に向けたプロセスの見直し

タブレット端末入力によるクラウド管理シ

ステムを導入し，瞬時の営業実績の把握と，

店舗別管理が可能な体制を確立する。

顧客サービス対応のノウハウを全社内で見

える化し，業容拡大円滑化の鍵とする。何を

教育したらパートの戦力化が図れるかはM

&A戦略の武器となる。

� 責任体制の明確化

店舗別管理が軌道に乗ったら，全店の営業

成績（営業利益まで）を社員全員に開示し，

細かな面接とフィードバックによる責任体制

の明確化を図る。

� 経費の見直し

経費の大きな項目となる光熱水道費，特に

電気代の見直しを図る。合わせて政府の施策

である，省エネ機器への転換を補助金も活用

して実施する。

クラウド管理システム活用による情報の共

有化・見える化（タブレットで確認）を図る。

顧客の視点

� サービス内容の見直し

A社の主要活動はコーヒーの提供である。

美味しいコーヒーを飲めれば，顧客の視点と

して，充分である。この品質を見える化する

には，�従業員のバリスタ資格の取得，�サ
ービス提供の見える化（豆挽き⇒サイフォン

の工程），�コーヒーにあった器の使用等。
また，ランチ提供は必要であり，ランチメ

ニューの多様化・レトルト化を下請け先に依

●図表－７ SWOT

強み 弱み

内
部
環
境

財務視点 良好な財務体質 金融機関取引関係希薄化

顧客・消費者
の視点

安定した仕込ルート
好評なランチ営業

顧客層減少の可能性

業務プロセス
の視点

行き届いた衛生管理
細かな経費・業務管理が弱い
経営管理体制が弱い

学習と成長の
視点

良好な従業員管理
M&A売り物件の増加

人手不足への対応不足
対外的専門資格者不足

機会 脅威

外
部
環
境

政 治 多様な産出国から輸入 コーヒー豆の価格変動

経 済 １人当たり消費が他国より低い 生産国内消費増による供給減

社 会
高齢者・女性の活用
周辺喫茶店減少

低賃金労働者減
周辺事業所・従業者減少

技 術
クラウド会計，タブレット
管理会計の技術進展

食品加工機械の技術革新
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�
頼し，店頭で販売することもサービス強化に

つながる。

� コーヒー豆販売方法の改善

現状のコーヒー豆販売方法では，電話の応

対時間ロスが大きいので，店頭販売のみとし，

通販は親会社に任せる。

財務の視点

� 経費見直しによる利益体質強化

コーヒーと付随商品販売の補強で収入を増

やし，業務プロセスの見直しにより経費低減

をはかることにより，利益体質を強化する。

� M&Aによる業容拡大の準備

同業他店の売却話があった時に，立地条件，

スペース等の最低限の要件を整理し，迅速に

対応できる体制を構築する。また買収資金の

確保の上でも，財務体質の強化や金融機関と

の密接な関係構築も必要である。

改善後の利益計画

喫茶店市場は横ばいながら，飲酒市場の減

少などから喫茶店への需要シフトが見込まれ

る。優良店の後継者難から，創業時の店舗買

収の時代再来と見て，M&Aによる業容拡大

の準備に入る。優良店の見極めの目利きの為

にも，既存店の業容把握と業務改善活動を開

始し，並行してプリペイドカード・回数券で

既存顧客のリピート率の向上による増収を見

込み，当面の利益計画を図表－９のとおりま

とめた。

売上の拡大，利益率改善による財務体質強

化は，M&A案件への迅速な対応による事業

拡大を図ることができ，大手チェーン・他業

種からの参入に対抗できる。

●図表－８ 利益計画改善戦略フロー

財務の視点 顧客の視点 業務プロセスの視点 学習と成長の視点

美味しいコーヒーの追求 クラウド会計の導入 サービス教育の徹底

売り上げ増加
�

利益率改善
�

コスト削減

ランチメニュー拡大 部門別管理体制確立 情報機器操作育成

� � �
ランチレトルト化・外販 顧客対応の見える化 バリスタ資格取得促進

コーヒー豆販売合理化 M&Aで業容拡大へ 業務プロセス改善へ

●図表－９ 経営改善後の利益計画
単位：千円

直近期 １年目 ２年目 ３年目

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

売上高 １１６，４４０ １００．０％ １２０，０００ １００．０％ １２５，０００ １００．０％ １３０，０００ １００．０％

売上原価 ３７，２１６ ３２．０％ ３８，４００ ３２．０％ ４０，０００ ３２．０％ ４１，６００ ３２．０％

売上総利益 ７９，１７９ ６８．０％ ８１，６００ ６８．０％ ８５，０００ ６８．０％ ８８，４００ ６８．０％

販売管理費 ７２，１９３ ６２．０％ ７２，０００ ６０．０％ ７３，７５０ ５９．０％ ７５，４００ ５８．０％

営業利益 ６，９８６ ６．０％ ９，６００ ８．０％ １１，２５０ ９．０％ １３，０００ １０．０％


